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〔報告２〕

地 域 再 生 と 都 市 財 政

古　　賀　　友 一 郎

要　旨
　歳出削減による財政再建と歳入増加によるそれとでは理念が異なる。

「入るを量り出るを制する」前者は家計の感覚には合うが、行政は、民主

的に決定した歳出を構成員が負担する観点から、後者になじむ。ただ、実

際には、地方交付税で収入が安定している自治体は前者の手法を採る。

「財政破たん」の概念も国や民間では資金ショートを意味するが、自治体

ではそれ以前の段階の収支不足を意味する。これは破たん前に国が関与す

るということ。本来住民福祉向上の手段である財政が逆に不安を与えては

いけないので、本市も「北九州市経営プラン」を策定し財政再建中である。

キーワード
　歳出削減と歳入増加の理念の相違、地方交付税の財政安定化機能、「財

政破たん」の意義、地方公共団体の財政の健全化に関する法律、北九州市

経営プラン、財産再建

　北九州市役所の古賀でございます。どうぞよろしくおねがいします。今金澤

先生からは産業政策を中心にお話がありましたが、私からは地方財政について

お話させていただきます。わたしご紹介いただきましたように総務省の出身で

ありますが、これまで地方にもいくつか勤務をしてまいりまして、栃木県庁を

皮切りに、和歌山市役所、岡山県庁ということで今回本市で地方勤務４回目と

なりました。これまで地方でやってまいりました仕事はほとんど財政だったも

のですからそういう意味で私は完璧に実務屋でございます。このような場にお
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招きいただきましてアカデミックな話はなかなか不得手ではございますが、実

務屋は実務屋としてこれまで感じたこと考えたことを今回お話させていただき

たいと思います。なお私は現職の局長ということでありますけど、多分に個人

的な考えもまじるということを前提に聞いていただけたらと思います。

　地域再生と都市財政というテーマをいただいておりますけれども、わたくし

はこれまで行く先々の自治体で常にぶち当たる課題が財政再建でございます。

わたくしが役所にはいりましたのは平成３年でございます。ちょうどバブルが

崩壊したあと役所にはいったということでございまして、それから地方財政は

悪化の一途をたどっている。行く先々で財政再建に携わってきたというのが、

わたしの職歴でございます。今日は、地方自治体の方もお見えになっていると

聞いています。それぞれの自治体みなさんご苦労なさっているとおもいますけ

ど、そういった観点からも参考なればと思っております。

　今日はお配りしたレジュメにしたがいましてわたくしの体験話をさせていた

だきます。まず財政再建についての方法というのは今更ながらという感じもい

たしますが、このテーマについてはそれなりに理念的、哲学的背景を含んでい

ると思っておりますので、これから話をさせていただきます。レジュメの１

ページの（１）のところに歳出削減と債務超過ということがかいてある。財政

再建というのは本来あるべき収支バランスが崩れているということでございま

すから、これをバランスさせる際、歳出を減らすのか歳入を増やすのか、実際

には両方やるんですけども、ただ、わたくしは歳出削減と歳入増加という哲学

というのは基本的に違うところがあると考えております。つまりそれはどうい

うことかといいますと歳入を先に規定すれば、歳入にしたがって歳出を削ると

いう考えになる。逆に、歳出を先に規定すればそれに合った歳入をどう調達す

るかということになる。どっちも財政再建のための手法ではありますけど、私

は大きな基本的な違いを感じている。例えば家計を例にとりますと、収入の範

囲内で生活をするのは当り前の基本原則ですよね。これはいわば入るを量り出

るを制すると、家計の場合は当り前の原則ですよね。そうすると当然収入の範
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囲を先に規定するわけでありますからそれに応じて身を削るという格好にな

る。しかし、行政活動を考えていきますと本当にそうかというのは疑問なしと

はしない。といいますのも行政というのは公権力を発動いたしまして税を中心

に賦課徴収をする。したがいまして強制的に徴収する税という存在をメインに

考えますと行政の収入というものが本来的にアプリオリに規定をされるという

のはやや奇妙に感じます。どちらかといいますと家計の原則である「入るを量

り出るを制する」という考え方は、まずどれだけ年貢をとれるかというところ

からはじまってとれる年貢の範囲で歳出を考えようという感じがします。逆に

歳出を先に規定してそれに見合う収入を調達するという考え方は、民主的とい

いますか社会契約的な発想からしますと歳出を民主的にコントロールする以上

はみんなで決めた歳出についてはみんなが税負担という形で責任を負うという

考え方になじみます。さきほど金澤先生からこの国では責任が果たされていな

いという話がありましたが、まさにそういう発想なんだろうなと思います。

　そういう歳出削減と歳入増加の哲学的違いをふまえまして、国の財政再建と

地方の財政再建という切り口で見ていきますと、これはわたしの感じるところ

でありますけど国の場合は基本的には歳出を先に規定する考えではないかと思

います。国においても無駄な公共事業、あるいは官僚の天下りをなくす、そう

いった歳出削減は大いに議論されておりますけれども、しかしそれは国民に負

担増をお願いするための前提という色彩が強いように思えてなりません。そう

いう意味では、国でのメインの議論というのは、消費税の議論、消費税増税に

反対する方々はいわゆる上げ潮路線といいますか景気回復によって収入増を図

るというような考え、そういった収入論議が中心になってくる。現実にも国の

予算編成におきましては、最後は赤字国債を発行いたしまして収支を合わせる

という手法がとられる。赤字国債は法律では原則発行できないんですけれど

も、国の場合は自分で法律をつくれるわけですから、特例法をつくって赤字国

債を発行するのが実態です。小泉内閣の時は一時期国債発行を30兆円までに制

限するという枠があった。これは先に歳入を規定しそれに合わせて歳出を削減
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していくという国としてはわりと例外的な取組だったわけですけれども、その

後それは撤廃されたというのはみなさんご案内のとおりだと思います。

　他方、地方自治体の場合の財政再建を考えていただくとわたくしの感じると

ころ地方の場合は逆に歳入を先に規定する。一般家庭に近い考え方ですね。そ

ういった傾向が強いです。これは国と比べて地方自治体の場合には自ら歳入を

増やす余地が小さいからです。つまり地方の場合、地方税の税率は基本的に法

律で決まっています。そうした法定税率を上回って課税する超過課税ができる

税目もございますけど、実際には政治的に困難です。最近は法定外税といって

自治体独自に新しい税目を作ることもできるようになりましたけれども、額は

少額であって、決してメインの歳入とはならない。それから歳入のメインとし

てもうひとつ地方交付税がありますが、これは当然ルールで計算されて国から

交付されますので額はそこで確定される。そして、地方債も法律上制限されて

いるわけです。国とは違いまして、地方の場合は条例で特例を設けて借金をす

ることができません。したがって税収も交付税も地方債もまず先にその歳入が

規定されてしまう。これが地方財政の大きな特色です。

　加えまして地方が歳入増を図りにくい原因といたしましては税収と交付税の

関係もあります。つまり、税収が増えると交付税が減る、逆に税収が減った場

合には交付税が増えるのです。これは地方財政を安定させるための機能であり

ますけど、そうした関係があるために歳入増による再建というのはなかなか現

実には困難な事情があるということです。みなさんの理解の助けになると思い

ますが、参考資料の45ページをご覧いただきたいと思います。地方交付税の仕

組みということですが、46ページの下の方に四角囲みの普通交付税の仕組みと

いうところに図がございます。普通交付税の仕組みといいますのはまず、そこ

にあるＡ市の場合には、Ａ市であればそれくらいの財政需要が発生するであろ

うというあるべき財政需要をたとえば100億円といたします。それに対しまし

てＡ市の収入ちょっと見づらいかもしれませんが標準税収入100億円とござい

ます。これは、Ａ市の場合は標準的にこれくらいの税収入があるであろうとい
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うあるべき収入金額です。この標準税収入のうち75％が基準財政収入額に認定

され、Ａ市の場合は、この基準財政収入額75億円と基準財政需要額100億円の

差額25億円が地方交付税として交付されるという仕組みになっています。こう

いう仕組みでございますので、仮に標準税収入100億円が景気が回復するなど

して120億円に増えたとなりますと、標準税収入120億円の75％、つまり90億円

が基準財政収入額になる。したがって交付される交付税額は基準財政需要額の

100億円と90億円の差額10億円となるわけです。そうすると標準税収入が20億

円増えても地方交付税は25億円から10億円に減るわけでありまして、交付税額

としては15億円減ってしまいます。税収が20億円増えても交付税が15億円減る

ので手元に残るのは５億円とこういう仕組みになります。これは一見すると地

方のがんばりを阻害しているのではないかというふうに見えますが、税収が減

る局面においては逆にこの仕組みで助かるわけです。そういう仕組みの背景に

ある理念は、地方公共団体の事務というのはゴミ収集であるとか、学校である

とか福祉だとか、住民票の交付とか景気が良かろうが悪かろうがやらなきゃい

けない仕事はきっちりあるわけですから、地方の財政は安定的でなければなら

ないという考え方です。さきほど金澤先生のほうから国税収入が大きく減って

いるのに、地方ではそう減ってないというお話がありましたが、実は国税収入

というのは、経済成長に応じて税収が増えるという伸張性に特色がありまし

て、地方税収というのは逆に安定性というものを旨としていることから、なる

べく景気変動の影響を受けにくい仕組みになっている。そこが国と地方の税収

構造の理念の違いというわけです。

　そうした地方交付税の安定化の仕組みがございますので、なかなか国のよう

にいわゆる上げ潮路線をとりにくい状況にございます。ただし、例外もありま

す。それがレジュメにもあるいわゆる不交付団体であります。交付団体は交付

税をもらっている団体、不交付団体というのは交付税をもらわなくてもやって

いける団体いうことで、財政力が高い団体ということであります。資料の48

ページに平成20年度の不交付団体一覧というものを添付しております。都道府
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県におきましては平成20年度の時点では、東京都と愛知県のみが不交付団体と

いうことであります。ただし、愛知県の場合は税収減が非常に大きいので21年

度はどうなるかわかりません。一方、現在1800団体ほどある市町村において

は、不交付団体は177団体。これを見ると一見してお分かりになると思います

けどいわゆる財政力の格差、不交付団体が集中している地域は、ひとつは首都

圏、もうひとつは静岡・愛知の東海地区であります。それ以外のところにはほ

とんどありません。特に中国・四国・九州とか東北、ほとんど不交付団体はあ

りません。そういう意味ではさきほど金澤先生のご指摘にもありましたよう

に、地方財政を手当てする仕組みとして、程度の問題はありますけど、我が国

の税収偏在が極めて大きい現実を考えますと、この地方交付税システムは評価

されて然るべきだろうと考えます。本市の税収がかなり低い状況の中でもなん

とか財政運営をすれすれでもやっていけるのは、地方交付税の安定化機能に大

きく依拠しています。

　そういうことで、財政の仕組みということで考えますと、国の場合は歳入調

達を中心に考える一方、地方の財政再建は歳出の削減を中心に考えざるをえな

いのが実情である。少なくとも、短・中期的にはそういう視点で考えざるをえ

ない。もちろん、もっと長期的に考えた場合には、税源を涵養し財政基盤を強

化するという視点、例えば企業を誘致して雇用を創出するという観点から財政

基盤を強化するための取組みが重要になってきます。基本的な地方の事情とし

てはそういう状況になっています。

　次に、財政再建ができない場合の破たんの意義についてもお話ししたいとお

もいます。レジュメにおきましては、（１）民間企業における破たんの意味と

いうのがありますけれども、財政破たんという言葉はマスコミ紙上でもよくと

りあげられますが、その意味は一様ではない。たとえば民間企業の場合には手

形の不渡りを出して銀行取引を停止されたり、あるいは債務超過になることを

破たんといいますが、国の場合におきましては、国債が消化できない、国債が

売れなくなって資金調達できない、それによって支払ができない、こういった
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ことを破たんと考えております。国が破たんしないためのシナリオとして、プ

ライマリーバランスというものがありますけれども、この考え方もプライマ

リーバランスを維持すれば、収支が発散しないから国債の信用を毀損しない。

そういう考え方であります。そういうことを考えますと、民間や国の場合の財

政破たんは、資金ショートするか否かという観点からとらえられています。

　ひるがえって、自治体の財政破たんとはなにを意味するのかということであ

ります。夕張市は破たんをした。たしかにそうですね。福岡県内でもかつて赤

池町が破たんしました。ところが夕張市や赤池町が、民間や国でいうところの

破たん状態になっているのかといえばそうではない。借金の返済はきっちりと

やっている。また法律上の行政事務も必要最低限はきちっとやっている。そう

いうことを考えますと、自治体の財政破たんというのは、民間や国で言うとこ

ろの概念とは違うということが分かると思います。自治体の破たんというの

は、結局、財政再建団体に転落するということを意味しているのであり、夕張

市の場合は旧制度の財政再建団体に転落したということ、また、レジュメの

（２）に平成19年に新しくできた財政健全化法という法律がありますけど、こ

の財政健全化法による財政再生団体になることを自治体の破たんというふうに

言っているわけであります。

　これも資料を添付いたしておりますが、49ページの資料にこの財政健全化法

の概要について書いております。これを見ますと、下の方には旧法の話があり

まして夕張市は旧法にひっかかって、いわゆる破たんをしたということであり

ます。この時は地方財政再建促進特別措置法がありまして、これにひっかかっ

たわけですが、このとき、課題がいくつか指摘されました。みなさんも驚かれ

たように、いきなりある日突然夕張市が破たんしたという報道が飛び交い、

いったいどうなったんだと。当時旧法時代はいわゆる自治体の普通会計だけを

ターゲットにおいた制度でしたから、夕張のように会計間のやりくりをうまく

やっていればそういうのが把握ができなかった。また、ある日突然レッドカー

ドをつきつけられて天国から地獄へ転落するという制度であることが問題視を
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された。もっと段階を踏んで頑張ってもらうべきじゃなかという議論がありま

した。また、指標についてもストックをターゲットにしていなかったのは問題

だというような議論もありました。そういったいくつかの課題がございまし

て、平成19年に新しい法律ができたというのが財政健全化法ということでござ

います。新しい法律では、まず健全な段階におきましては、フロー指標、ス

トック指標の開示が義務付けられ、その指標が悪くなってくると今後はイエ

ローカードをつきつけられる。これは自主的な健全化をしてもらう段階で、財

政健全化計画を作成して議会の議決をもらうことなどが法律上義務付けられる

ことになっています。それでもさらに悪くなると夕張と同じような段階になり

まして、国の了解をもらわなければ予算も作れない状態になります。こういう

制度ですから、自治体の破たんというのは資金ショートの有無を基準としてい

るわけではございません。要は自らの意思で自治体運営ができなくなったこ

と、換言すれば、自治権を返上するということを破たんという言葉で表現して

いるわけです。つまり、自治体の破たんというのは破たんさせないための破た

んでございまして、そういう意味で、自治体は夕張であっても、赤池であって

も、資金ショートは起らないような仕組みになっているということでございま

す。

　そういったことを前提といたしまして、本市の現状はいったいどうなのかと

いうことでございます。資料で見ますと、50ページ。簡単なグラフに黄色と赤

の線が引いておりますが、これが今申し上げた財政健全化法のイエローライン

とレッドラインでございます。本市の場合は、このまま放置しておきますと、

この黒点線のように、構造的収支不足のため、平成24年度にはイエローを突

破、25年度にはレッドを突破するという状況になっています。これを何とかく

いとめるべく、収支不足を改善し、この紺色のラインまで戻そうというのが、

今市が着手をした取組みでございます。昨年12月、北九州市経営プランを策定

しまして、対策に乗り出しております。北九州市経営プランにつきましては、

その概要を58ページに掲載いたしております。平成21年度と22年度の２年間で
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200億円規模の収支改善対策を実施するということでございます。具体的に何

をやるのかと申しますと、次のページをめくりまして、（２）。ひとつは職員の

削減ということで、平成25年度に8,000人体制にまで職員数を削減することな

どの取組みを行い、200億円規模の対策を講じて本市財政を先ほどのグラフに

戻そうとやっております。

　本来、財政といいますのは、住民福祉を向上させるための手段であるはずで

すけれども、今や財政それ自体の信頼が問題になっている。こういう状況は大

変残念なかぎりでございます。そういう信念・理念をもってこれから本市は財

政再建に取り組んでいくということでございまして、来年度予算はこの第一歩

をふみだしたという状況でございます。週明けには新聞・マスコミ紙上等で来

年度予算の全容が出ると思います。私からの報告は以上です。どうもありがと

うございました。

以　上　
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〈補遺〉

　本文に対する補遺として以下のディスカッションでの発言を収録する（編集者）。

補遺１：

　先ほどの補足も含めてということですが、私共が進めようとしている財政再建の考え

方をお話したんですけれども、今回の北九州市経営プランでは、財政再建と共に予算の

質も向上させようと、財政破たんさせないために皆我慢しなきゃいけないことは承知し

ています。しかし量的には削減せざるをえなくても、使える部分については質的に向上

させようじゃないかと。そういうこともあわせてやりたいというのがこの北九州市経営

プランなんですね。具体的には、北九州市経営プランの位置づけという資料がありまし

て、そういう思いを概念図にしております。財政再建、量的削減の一方で、社会環境の

変化にともなって増加・多様化する行政需要に対応しなければならない。これは、市民

のこころをどうやってつかんで、どういった生きた金の使い方をするのかという質の問

題であります。そういう量と質の両面から考えていってこの市を住みやすいまちにして

いこうではないかと。そういう意味で先ほどのコミュニティ論の考え方も含め、区役所

をどうするべきかという問題もこのなかで考えていけたらと思っています。

　そのうえで、私の考える地方自治体運営のキーワードは、簡潔に言うと安心と生きが

い。これがキーワードではないかと感じております。先ほども申し上げたとおり年金・

医療に加え、財政の問題も国民市民に大きな不安の影を落としています。これはなんと

か除去しないといけない。財政再建というのは、カットカットというような話が続きま

すからどうしても、さきほど保母先生がおっしゃったように萎縮してしまう。財政再建

の先に何があるのかを見せることが大変重要と思います。私はこれまでの経験の中でそ

ういうふうに思いました。今回200億円の収支改善をやれば先には光が見えると。こう

いう思いでプランを作っております。

　もうひとつは、いきがいというキーワードでありますけれども、私が役人になって間

もない頃に聞いた話で印象深い話があります。それは、あるＪＣ（青年会議所）でまち

づくりをやっている方の話でありました。その町では何かやろうということになったん

ですけれどもＪＣとして何ができるかよくわからなかった。そこで、とりあえず住民ア

ンケートをとろうということで活動をはじめたんですけれども、そのときに不思議な回

答結果が返ってきた。どういうことかというと、その町の中心部ですね、インフラも

しっかり整備をされていて、比較的所得水準の高い街中の住民は非常に不満が多い、そ

の一方で周辺部、そこには漁港があるんですけれども、インフラもないし衛生状態も悪

い地域に住んでいる人たちは満足度が高いという結果が出たと。何でそうなるんだろう

ということで調べていったところ、漁港に住んでいる人たちは、自分が日本の食卓を支

えているという誇りによって幸せを感じているということでした。これは非常に示唆的

な話だと思っています。

　私は、今後のこの国における明日の光というのはやはり安心と生きがいだと思いま

す。本市も財政運営の指針としてハードからソフトへという柱をたてているわけであり

ます。どこの自治体でもそうでありますが、この借金、公債費といいますけども、この
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管理をうまくやらないと、破たんをするんです。どこの自治体でもそうです。借金とい

うのは借りる時は負担感がなくできてしまいますので、よほど先のことを考えて借金を

しないと、しくじる。そういう団体が多いんですね。ですからそういった意味でも、先

ほど保母先生の話にもありましたように、500万円程度の財源で地域の安全を確保する

というように、ハードからソフトへの転換を図りつつ、住民ニーズに的確に応えうる財

政にしていくべきだと思います。

　最後にグローバル経済との関係でいいますと、先ほど申し上げましたように、地方財

政・地方行政というのはやはり安定性が大変重要であるということであります。収入が

減ったからといって行政を放棄することはできません。どんな経済変動があってもでき

る限り安定的であることが地方行政の使命であると私はそう考えておりますので、言葉

が適当か分かりませんが、この大波から地方行政を遮断するのがポイントだと考えてお

ります。

補遺２：

　私の経験と実感から言いますと個人資金も銀行資金も農協資金もそうでありますが投

資先を見出しきれていないというのが現状。したがって地域で投資先を見出しきれない

からとりあえず全部東京へ持っていく、あるいはとりあえず国債、地方債を買っておく

というのが実態であります。地方公募債、ミニ公募債もとりあえず定期預金に置いてお

くよりは、そっちがいいやというのが実態であります。地域の資金が地域で使われる循

環という仕組みが必要だというのは、おっしゃるとおりだと思います。その役割を担う

のは金融機関ですが、これまでわが国の金融機関は、人を見て貸すよりも、土地・建物

を見て貸すというような状況であります。本当は地域で掘り起こしをして、そこに投資

をしていく。それによって人材が育って地域の活性化につながる。そういういい循環に

していく方がいいのでは。そういう意味で私は金融機関に期待したいんですけれども、

実態は今申し上げたような状況です。

補遺３：

　先ほど保母先生から、進むべき道があきらかでないというご指摘がありまして、私は

その言葉が印象深いんですけど、これまでわが国は欧米モデルの真似をして、それで所

得が増えてなんとなく明日への希望がある社会になりました。今、わが国の閉塞感は真

似するモデルがなくなってしまって、それで漂流している状態ではないかという気がし

ます。そういう意味では、進むべき道、つまりこの国のイメージ、社会のイメージにつ

いて、個人レベルでも、国全体としても描ききれていない。そこに問題の根幹があると

思います。先ほど私は安心と生きがいというキーワードを用いましたが、そういうわが

国の将来やどういう社会であるべきかという具体的なイメージを持ちつつ、そこから逆

算して今何ができるかということを考えていく必要があると思います。以上です。


